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電 力 受 給 契 約 書 （案）

徳島県（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）とは、甲乙間の電力受給に

ついて、次のとおり契約する。

（総則）

第１条 甲及び乙は、電力の受給に関して、本契約書及び徳島県企業局財務規程（昭和４１

年４月１日徳島県企業管理規程第五号。）に定めるもののほか、売電に係る仕様書に従い、

これを履行しなければならない。

（電力の受給）

第２条 甲は、甲の所有する次項の発電所の発生電力から、甲が使用する所内消費電力等を

除く全ての電力を乙に供給し、乙はこれを全量購入するものとする。

２ 契約の対象となる発電所は、次のとおりとする。

発電所名 発 電 場 所 最大出力
（キロワット）

坂 州 発 電 所 徳島県那賀郡那賀町坂州字高山平１０６番地の１ ２，５００

（受給地点、電気方式等）

第３条 電力の受給地点、電気方式、周波数、電圧及び力率は、別表１のとおりとする。

２ 責任分界点は、別表２のとおりとする。

（受給開始日及び契約期間）

第４条 電力受給の開始日及び電力受給に関する契約期間は、次のとおりとする。

受給開始日：令和９年４月１日

契 約 期 間：契約締結の日から令和１１年３月３１日まで

（発電時間）

第５条 甲は、原則として毎日２４時間、電力の供給を行うものとする。ただし、発電所の

点検又は手入れを必要とする場合は、あらかじめ甲乙協議の上、電力の全部又は一部の供

給を中止することができるものとする。

２ 甲は、前項の規定にかかわらず、保安上やむを得ない事由がある場合には、乙と協議す

ることなく電力の全部又は一部の供給を休止することができるものとする。この場合、甲

は、休止後すみやかにその旨を乙に通知するとともに、早期復旧に努めるものとする。

（発電見込みの通知）

第６条 甲は、毎日の自然流量及びその他需給運用上必要な事項に基づき、別に定める時刻
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までに発電見込み（日平均電力）を乙に通知するものとする。ただし、事故、河川流量の

変化、需給状況及びその他やむを得ない事由により出力の変更を要するときは、甲乙協議

の上、すみやかに発電見込みを変更するものとする。

（発電バランシンググループへの加入等）

第７条 甲は、第４条に定める期間において、乙が設定する発電バランシンググループに加

入するものとする。なお、甲は、発電バランシンググループの加入に係る経費を負担しな

い。

２ 前条に基づき通知した発電見込みと、発電の実績値の間に差分が発生した場合であって

も、甲は、その差分を根拠とした料金（以下「インバランス料金」という。）の負担はし

ない。

（託送供給等約款）

第８条 乙は、第２条の電力受給を実施するため、一般送配電事業者との間で、同事業者の

定める託送供給等約款に基づく発電量調整供給契約（以下「発調契約」という。）を締結

し、その確認ができる書類の写しを供給開始までに甲に提出しなければならない。

（系統連系受電契約の締結）

第９条 乙は、一般送配電事業者の託送供給等約款に基づき、一般送配電事業者を代理して、

甲との間で、系統連系受電契約を締結するものとする。

２ 甲は、新たに系統連系受電契約を希望する場合または当該契約の内容に変更が生じる場

合、甲は当該契約の締結または変更について、乙に申し出るものとする。

３ 乙は、甲から系統連系受電契約を変更する旨の申入れを受けた場合、発調契約の変更と

して一般送配電事業者へ申し出るものとする。

４ 託送供給等約款に基づき一般送配電事業者が甲との系統連系受電契約を解約する場合、

乙は、甲の発電場所に係る発調契約を変更するものとする。

５ 甲は、系統連系受電契約の消滅後に接続された電気を一般送配電事業者が無償で受電す

ることについて、系統連系受電契約の締結に際し、あらかじめ承諾する。

（基準受給電力量）

第１０条 基準受給電力量は、別表３のとおりとする。

２ 甲が乙に供給する電力量が、基準受給電力量に比べて増減がある場合でも、乙は甲から

全量購入するものとする。

（運用申合せ書の作成）

第１１条 甲及び乙は、電力の受給に関する運用を円滑に行うための必要事項を定めた申合

せ書を双方協議して電力受給期間開始前までに作成するものとする。
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（受給電力量）

第１２条 受給電力量は、発調契約に基づき、一般送配電事業者から乙へ通知される発電量

調整受電電力量とする。

（記録）

第１３条 甲及び乙は、受給電力に関する記録を行い、それぞれの要求によりその写しを相

手方に送付するものとする。

（電気料金）

第１４条 乙が甲に支払う各月の料金は、第１２条により一般送配電事業者から通知を受け

た月別の受給電力量に、次の契約単価を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数があ

る時は、その端数を切り捨てるものとする。）に第１９条で定める消費税等相当額を加算

したものとする。

（１）契約単価

１キロワット時につき ○○円○○銭

（電気料金の支払い）

第１５条 甲及び乙は、毎月月初めに前月分の受給電力量を確認するものとする。

２ 甲は、毎月、前条により算定した料金を納入通知書により乙に通知し、乙は毎月２０日

までに甲に支払うものとする。

３ 乙は、自己の責めに帰すべき理由により、支払期日までに当該料金を納付しない場合は、

その延滞日数につき、料金に年１４．５パーセントの延滞利息を加算して、甲に支払うも

のとする。

（環境価値の取扱い）

第１６条 甲が乙に供給する電力に含まれる非化石価値等の環境に係る付加価値（以下「環

境価値」という。）については乙に帰属するものとし、その価値は第１４条の規定により

算出される電気料金に含まれるものとする。

２ 環境価値の移転に関し、発電事業者側で必要な手続きについては、甲が行うものとする。

３ 環境価値に関する法令等に改正があった場合は、その取扱いについて甲乙協議するもの

とする。

（容量市場の取扱い）

第１７条 甲と電力広域的運営推進機関が締結した容量確保契約により甲が得る収入につい

ては、ペナルティによる減額分（乙の責によるものを除く）を含め、第１４条の規定によ
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り算定される電気料金との精算は行わない。

２ 乙は、前項の容量確保契約により電力広域的運営推進機関から甲へ課されるリクワイア

メント及びアセスメントについて理解し、誠実に運用及び業務への協力を行うものとする。

３ 乙の責により容量市場の計画停止及び計画外停止が発生した場合、その容量市場の経済

的ペナルティは、乙が負担するものとする。その算定については、甲乙協議の上、定める

ものとする。

（発電側課金の取扱い）

第１８条 託送供給等約款に基づき、甲に対して一般送配電事業者より請求される系統連系

受電サービス料金（以下「発電側課金」という。）については、甲が負担するものとする。

具体的な精算に関する事項は、甲乙協議の上、定めるものとする。

２ 前項に定める料金には、消費税相当額を含むものとする。

３ 乙は、本契約の対象発電所に係る系統連系受電契約において、発電側課金、延滞利息及

び契約超過金を甲から受領し、一般送配電事業者があらかじめ定める期日までの間、甲に

代わり一般送配電事業者に支払う業務について、甲から無償で受託する。

４ 発電側課金に関する制度等に見直しがあった場合には、甲乙協議の上、定めるものとす

る。

（消費税等相当額）

第１９条 本契約における消費税等相当額とは、消費税法の規定により課される消費税及び

地方税法の規定により課される地方消費税に相当する金額をいう。

なお、消費税等相当額の単位は１円とし、その端数は切り捨てとする。

（契約の変更）

第２０条 天災地変その他予測し得ない事態等のため必要がある場合には、本契約の有効期

間満了前であっても、甲乙協議の上、契約の変更ができるものとする。

（契約の承継）

第２１条 甲又は乙は、第三者と合併し又はその事業の全部若しくは本契約に関係ある部分

を第三者に譲渡する場合には、本契約をその承継者に承継させるものとする。

（契約保証金）

第２２条 乙は、本契約の締結と同時に、徳島県契約事務規則（昭和３９年徳島県規則第

３９号）に基づく契約保証金を甲に納入しなければならない。ただし、同規則第６条第７

項の規定により、契約保証金を免除された場合は、この限りではない。

２ 前項の契約保証金には、利子を付さないものとする。
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３ 甲は、乙が本契約による債務の履行を完了したときは、乙の請求により契約保証金を返

還するものとする。

４ 第２３条の規定により契約が解除されたときは、契約保証金は甲に帰属するものとする。

（甲の解除権）

第２３条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合には、本契約を解除することがで

きる。

（１）乙が支払期日までに電気料金の支払いをせず、その後、督促状により指定された期限

までに支払いをしないとき（電気料金の一部の支払いがなかった場合を含む。）、又は

その見込みがないと甲が認めるとき。

（２）乙又は乙の代理人が契約の締結又は電力の買受けに当たり、不正な行為をしたとき。

（３）乙が、本契約及び仕様書等で定める契約条件を遵守できないと判明したとき。

（４）電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条の９の規定により、小売電気事業者

の登録が取り消されたとき、又は取り消される見込みがあると認められるとき。

（５）乙が、電気事業者による再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法

（平成２３年法律第１０８号）第３４条第４項の規定により、納付金を納付しない小売

電気事業者として経済産業大臣から公表されたとき。

（６）乙が、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当すると判明したとき。

（７）乙が、第４項に規定する債権保全の必要な措置を講じなかったとき。

（８）前各号のほか、乙が本契約に基づく義務を履行しないとき。

（９）第２４条の規定によらないで、乙から本契約の解除を申し出たとき。

２ 甲は、前項の規定によるほか、乙が次のいずれかに該当するときは、本契約を解除する

ことができる。

（１）乙が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。

以下「独占禁止法」という。）第７条第１項若しくは第２項（第２０条第２項において

準用する場合を含む。）、第８条の２第３項、第１７条の２又は第２０条第１項の規定

による排除措置命令を受け、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第１４条第

１項又は第２項に定める期間内に抗告訴訟を提起しなかったとき。

（２）乙が、独占禁止法第７条の２第１項（同条第２項及び第８条の３において読み替えて

準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を受け、行政事件訴訟法第１４

条第１項又は第２項に定める期間内に抗告訴訟を提起しなかったとき。

（３）乙が前２号に規定する排除措置命令又は課徴金の納付命令に係る抗告訴訟を提起し、

当該訴訟について棄却又は却下の判決が確定したとき。

（４）乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治４０年法律第４５

号）第９６条の６若しくは第１９８条又は公職にある者等のあっせん行為による利得等
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の処罰に関する法律（平成１２年法律第１３０号）第４条の規定による刑に処せられた

とき。

３ 甲は、前２項の規定によるほか、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を

解除することができる。

（１）役員等（その役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。

以下この項において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。

（２）暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下「暴力団」とい

う。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどとしたと認められるとき。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供与し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ

るとき。

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。

４ 甲は、乙が第１項第１号から第６及び第８号のいずれかに該当するおそれがある場合に

は、あらかじめ乙に対して債権保全のための必要な措置を講じさせることができる。

（乙の解除権）

第２４条 乙は、甲が本契約に違反し、その違反によって本契約の履行が不可能になったと

きは、契約を解除することができる。

２ 乙は、前項により本契約を解除した場合において、損害があるときは、その損害を甲に

請求することができる。ただし、本契約及び取引上の社会通念に照らして甲の責めに帰す

ることができない事由によるものであるときは、この限りではない。

（賠償金）

第２５条 第２３条の規定により本契約が解除されたときには、乙は、甲に生じた損害を賠

償しなければならない。ただし、甲に生じた損害が納付済みの契約保証金若しくは履行保

証保険による保険金支払額又は契約保証金に代わる担保により甲が支払いを受ける額を超

える場合においては、その超える分について賠償するものとする。

２ 前項の規定により乙が甲に対して賠償する損害賠償の範囲は、契約解除日の前日までの

未納となっている電気料金とその延滞金のほか、甲の逸失利益についてもその範囲とする。

３ 前項で規定する逸失利益は、次のとおりとする。

（１）契約解除日から契約解除に伴う新たな契約の電力受給開始日の前日までの間に発生す
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る第１４条に規定する電気料金に相当する額とする。

（２）契約解除に伴う新たな契約の電気料金と第１４条に規定する電気料金に差額がある場

合、新たな契約の受給開始日から第４条で規定する契約期間が満了するまでの間に発生

する電気料金の差額に相当する額とする。

４ 乙は、本契約に関して第２３条第２項各号のいずれかに該当するときは、甲がこの契約

を解除するか否かを問わず、第１４条に規定する契約単価に当該年度の基準受給電力量を

乗じて得た額に消費税及び地方消費税相当額を加えて得た額（１円未満切捨）の１０分の

２に相当する額を賠償金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

５ 乙は、本契約に関して第２３条第３項の規定により契約が解除された場合においては、

契約単価に当該年度の基準受給電力量を乗じて得た額に消費税及び地方消費税相当額を加

えて得た額（１円未満切捨）の１０分の１に相当する額を賠償金として甲の指定する期間

内に支払わなければならない。

（契約の費用）

第２６条 本契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は、全て乙の負担とする。

（守秘義務）

第２７条 甲及び乙は、相手方の了解を得た場合を除き、本契約の履行にあたって知り得

た相手方の機密を第三者に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。本契約の期間

終了後又は本契約の解除後においても、同様とする。ただし、法律、条例等により開示

が義務付けられている場合で、所定の手続により開示する場合は、この限りではない。

（地域貢献等の実施）

第２８条 乙がプロポーザルで提案した地域貢献等の詳細については、甲及び乙が協議して

決定し、乙は、その内容について実施計画書を作成の上、電力受給期間開始前に提出する

ものとする。

２ 乙は、地域貢献等の実施状況が確認できる資料を年１回提出するものとする。ただし、

甲から指示があった場合は、その都度提出するものとする。

３ 地域貢献等の履行状況が著しく不適当と認められる場合は、契約等を解除する場合が

ある。

（個人情報の保護）

第２９条 乙は、本契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記１

「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

（管轄裁判所）
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第３０条 本契約に関する訴訟については、甲の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所

とする。

（その他）

第３１条 本契約に記載のない事項について必要がある場合は、甲乙誠意をもって協議決定

するものとする。

以上この契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙が記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。

令和９年 １月○○日

甲 徳 島 県

徳島県企業局長

乙 （住 所）

（会社名）

（代表者）
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別 表１

受 給 地 点 電気方式 周波数 電 圧 力 率

坂州発電所 交流３相 60Hz 6,600V 85%

（徳島県那賀郡那賀町坂州字高山平106番地の1） ３線式

別 表２

受 給 地 点 責 任 分 界 点

坂州発電所 発電所構内6.6kV坂州連絡線引出口に施設した徳島県の気中

開閉器の負荷側端子
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別 表３

基準受給電力量 （単位：千キロワット時）

月 別 令和９・１０年度

４ ３９０

５ ４８０

６ ５９０

７ ６５０

８ ６００

９ ７１０

上期計 ３，４２０

１０ ６３０

１１ ３５０

１２ ２６０

１ ２００

２ ２４０

３ ４００

下期計 ２，０８０

年度合計 ５，５００
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別 記１
個人情報取扱特記事項

（基本的事項）
第１条 乙は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２
条第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約
による事務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報
の取扱いを適正に行わなければならない。

（秘密の保持）
第２条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、
又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後において
も同様とする。

（収集の制限）
第３条 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集しようとするときは、そ
の事務の目的を明確にし、当該目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正な
手段により収集しなければならない。

（適正管理）
第４条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失又
は毀損の防止その他の個人情報の安全な管理のために必要かつ適正な措置を講じなけれ
ばならない。

（目的外利用及び提供の禁止）
第５条 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を、契約の目的以外の目的
のために利用し、又は第三者に提供してはならない。ただし、甲が指示又は承諾したと
きは、この限りでない。

（複写又は複製の禁止）
第６条 乙は、この契約による事務を行うため甲から提供を受けた個人情報が記録された
資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、甲が指示又は承諾したときは、こ
の限りでない。

（委託の禁止）
第７条 乙は、この契約による個人情報を取り扱う事務については、第三者に委託しては
ならない。ただし、甲が承諾したときは、この限りでない。

２ 乙は、前項ただし書により委託するときは、委託先にこの契約に基づく個人情報の取
扱いに関する一切の義務と同等の義務を負わせるとともに、委託先の行為について委託
先と連携してその責任を負うものとする。

（資料等の返還又は廃棄）
第８条 乙は、この契約による事務を行うため甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、
若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約の終了後直ちに甲に返還し、
又は廃棄するものとする。ただし、甲が別に指示したときはその指示に従うものとする。

（従事者への周知）
第９条 乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後において
も当該事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用
してはならないこと等、個人情報の保護に関し必要な事項を周知させなければならない。

（調査）
第１０条 甲は、乙及び委託先がこの契約による事務を行うにあたり、取り扱っている個
人情報の状況について、随時調査することができる。

（事故報告）
第１１条 乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知った
ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。


